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内発的発展が支える地域づくり
（プロセスデザイン・コミュニティデザインについて）



１ 内発的発展が支える地域づくりについて
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①農山村
たたみ論

将来の存在
を否定

将来の存在
を肯定

②外来型
発展論

外来型
発展志向

内発的
発展志向

外部アクターとの
連携を強調しない

外部アクターとの
連携を強調

③（一般型）
内発的
発展論

④新しい
内発的
発展論

出典） 「内発的農村発展論 －理論と実践－ 小田切・橋田編著(2018) （農林統計出版）」の図を基に国土政策局作成

本年度の主な議論対象



2

２ 段階的な地域づくり（プロセスデザイン概念図）

③－２ 地域活動への関心・関与が低い市民

② 町内会、自治会、ＮＰＯ、地域運営組織など

① 地方自治体など

④ 関係人口

定住
人口

関係
人口

（一般的）
内発的
発展論
における
活動人口

・内部人材による資源発
掘と合意形成
・外部人材との連携の
きっかけと方法

・多様な主体（内部・外
部）の連携
・多様な資源（内部・外
部）の活用方法

・人材・資金の観点か
ら地域づくり活動の
継続性の工夫

時間軸概ね５年～

「つながりサポート機能」の強化
行政、住民、サポート人材等の多様な主体の活動

③－１ 地域活動に参画する市民

新しい
内発的
発展論
における
活動人口

Step1
立ち上げ前

Step2
立ち上げ段階

Step3
実践段階

Step4
継続段階

主な視点



（参考） 段階的なコミュニティ形成と「場」づくり（イメージ図）
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Step1
立ち上げ前

コミュニティ
の原型

Step2
立ち上げ段階

コミュニティ
創造拠点
（場）

Step3
実践段階

つながりサ
ポート人材

関係人口
を含めた拡大
コミュニティ

コミュニティ
の形成 コミュニティ

の組織化

○コミュニティ創造拠点（場）づくり
生活、文化、産業、観光交流等に関する小さな社会・経済の芽を育む拠点としての場、地域内外の人々の交流の

場がコミュニティ形成、地域の内発的発展において必要ではないか。
これらの「場」は、必ずしも新たな施設整備を前提とするのではなく、従来は地域の公民館等が担ってきた機能であ
り、近年では、一部のカフェ、本屋、図書館、コインランドリー、温浴施設、コワーキングスペース等だけでなく、これら
「場」と連動したＳＮＳなどバーチャル空間も含めて、コミュニティ形成を促進する機能を果たしているものと考えられる。

コミュニティ
創造拠点
（場）

Step4
継続段階

地域と若者をつなげる本屋「ツルハシ
ブックス（新潟）」

老若男女が同じ空間を気軽に利用できる喫茶店と
ランドリーが融合した地域密着型の居場所「喫茶ラ
ンドリー（東京）」

空き家や空き地を利用して子供から
高齢者、障害者、国籍等に関わらず
暮らせるまち「輪島カブーレ（石川）」



３ 地域づくりにおける活動人口（概念図）

対流を促進

定住人口 関係人口 ※１
定住人口 定住人口

将 来
（将来像②）

現 状将 来
（将来像①）

※１ 「関係人口」とは、移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」でもない、地域や地域の人々と多様に
関わる者のこと

※２ ここでの「活動人口」とは、経済活動とは異なる価値基準を含め何らかの形で、地域の社会・経済活動に関わる
者のことであり、主に住民参加を指す。

※３ ここでの「非活動人口」とは、地域に定住や関係人口として関わりはあるものの、地域の社会・経済活動への関
与が低い者や、関心があっても時間的な制約等から地域の社会・経済活動への関与が低い者のこと。

対流を促進
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凡例１ ： 活動人口（※２）， 凡例２ ： 非活動人口（※３）
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実質的
参加

形式的
参加

非参加

⑧住民主導：
住民が主体となって計画の検討、策定、決定、実行、運営維持に至るすべてを自主的に行うこと。
行政サービスが及ばない業務のために民間が設立するＮＰＯなどがこれにあたる。

⑦委任：
計画の策定や決定に関する権限を住民に委譲すること。参加した住民側は計画に対する責任も
負うことになる。

⑥協力：
参加する住民との間に対等な力関係を持たせることで、行政が一方的に計画を主導することは
できなくなる。

⑤譲歩：
立案に関わる重要なポストに住民の代表者を選出するなどして、住民に計画への影響力を与え
ること。ただし、住民代表の影響力は多数決などによって打ち消すことができるようにしておく。

④相談：
計画に対する住民の意見を求めることだが、意見が計画に反映されるわけではなく、双方向の
対話があったことを既成事実化するにとどまる。

③通知：
計画に関する情報を住民に提供し、共有することで、計画への住民参加の体裁を整えること。し
かし、情報は一方的に通知されるだけで、双方向のコミュニケーションは図られない。

②鎮静：
計画に反対している住民の感情を緩和するために行政側が参加させること。

①操作：
計画に全面的に賛同してくれる住民を行政側の協力者として参加させること。

○住民参加の梯子（行政サイドの視点）

出典） 「縮充する日本「参加」が創り出す人口減少社会の希望 山崎亮著(2016)」シェンリー・アーンスタイン（アメリカ
の社会学者）による「住民参加の梯子（A ladder of Citizen Participation ）」の図を基に国土政策局作成

４ 個別プロジェクトにおけるコミュニティデザイン（行政サイドの視点）
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○住民参加の階段（住民サイドの視点）

⑥仕切る （自主運営・管理・ＮＰＯ）

⑤支える （事業推進のパートナー）

④加わる （計画づくりに参加する）

③要求する （苦情 ・ 注文 ・ 提言 ・ 提案）

②考える （点検 ・ 比較 ・ 評価）

①聞く・知る （情報収集 ・ 照会 ・ 見学）

出典） 「縮充する日本「参加」が創り出す人口減少社会の希望 山崎亮著(2016)」シェンリー・アーンスタイン（アメリカ
社会学者）による「住民参加の階段（A Step of Citizen Participation ）」の図を基に国土政策局作成

５ 個別プロジェクトにおけるコミュニティデザイン（住民サイドの視点）



○地域住民による集落生活圏の将来ビジョン（地域デザイン）の策定

○地域住民が主体となった持続的な取組体制（地域運営組織）の形成

○日常生活に必要な機能・サービスの集約・確保、周辺集落との交通ネットワー
クの確保

○地域にあった多機能型のコミュニティビジネスの振興、地域経済の円滑な循環の
促進

出典） 「住み慣れた地域で暮らし続けるために」（内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局、内閣府地方創生推進室）

今後の地域の在り方について、地域住民が主体的に参画し、地域の将来ビジョ
ンを盛り込んだ「地域デザイン」（今後もその集落で暮らすために必要な、自ら動
くための見取り図）を策定します。

持続可能な地域づくりのために、「地域デザイン」に基づき、地域住民自らが主
体となり、役割分担を明確にしながら、地域課題の解決に向けた取組を持続的
に行うための組織（地域運営組織）を形成します。

日常生活に必要な機能・サービスを集約・確保し、周辺集落との間を交通ネット
ワークで結ぶとともに、地域住民のニーズに対応した、地域の運営組織等が提
供する生活サービスの多機能化、生活サービスを持続していくための物流シス
テムの構築等を推進します。

コミュニティビジネスを振興し、小さくとも地域に合った自立的な事業を積み上げ、
地域経済の円滑な循環を促します。（複数の事業を組み合わせて実施する取組
や横断的なビジネスを実行する人材の確保を推進する必要があります。）

○小さな拠点づくりに向けた住民による活動ステップ
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６ 個別プロジェクトにおけるコミュニティデザイン（具体例）

ステップ①
【意識の喚起：

内発的な計画づくり】

ステップ②
【取組体制の確立】

ステップ③
【生活サービスの
維持確保】

ステップ④
【仕事・収入の確保】


